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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２.「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第57期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．平成17年３月31日現在の株主に対して、平成17年５月20日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行ってお

り、平成17年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

このため、第59期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純利益との整合性を図ることから、権利落

後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

回次 第  56  期 第  57  期 第  58  期 第  59  期 第  60  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） 19,122 20,829 20,744 22,564 23,144 

経常利益 （百万円） 3,755 4,965 4,065 6,978 7,601 

当期純利益 （百万円） 1,533 2,366 2,117 3,624 4,677 

純資産額 （百万円） 39,828 41,517 43,596 46,425 50,693 

総資産額 （百万円） 44,446 46,590 48,245 51,543 57,332 

１株当たり純資産額 （円） 1,529.86 1,594.92 1,674.97 1,189.11 872.7 

１株当たり当期純利益 （円） 58.89 88.92 79.46 91.40 79.24 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 （円）
－ － － － － 

自己資本比率 （％） 89.6 89.1 90.4 90.1 88.4 

自己資本利益率 （％） 3.9 5.8 5.0 8.1 9.6 

株価収益率 （倍） 14.4 18.2 16.5 24.7 16.2 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 2,881 4,256 4,711 4,504 6,540 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △4,989 △7,326 △3,862 △4,267 △4,241 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △536 △385 △711 △914 △1,931 

現金及び現金同等物の

期末残高 
（百万円） 10,780 7,467 7,592 6,967 7,395 

従業員数 

(外、平均臨時従業員

数） 

（人）
489 

(102) 

486 

(87) 

510 

(82) 

535 

(76) 

544 

(79) 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第58期の１株当たり配当額30円は、東京証券取引所市場第二部上場の記念配当10円を含んでおります。 

３．第59期の１株当たり配当額30円は、東京証券取引所市場第一部指定の記念配当10円を含んでおります。 

４．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．第57期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６．平成17年３月31日現在の株主に対して、平成17年５月20日付けで株式１株につき1.5株の株式分割を行って

おり、平成17年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

このため、第59期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純利益との整合性を図ることから、権利落

後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

回次 第  56  期 第  57  期 第  58  期 第  59  期 第  60  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） 17,392 18,704 18,530 20,125 20,971 

経常利益 （百万円） 4,068 5,084 4,215 6,864 7,796 

当期純利益 （百万円） 1,861 2,400 2,381 3,590 3,473 

資本金 （百万円） 3,840 3,840 3,840 3,840 3,840 

発行済株式総数 （千株） 26,037 26,037 26,037 39,056 58,584 

純資産額 （百万円） 40,989 42,871 45,341 48,255 51,084 

総資産額 （百万円） 45,450 47,692 49,813 53,154 57,438 

１株当たり純資産額 （円） 1,574.48 1,647.01 1,742.10 1,236.06 879.44 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配

当額) 

（円）
20.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

30.00 

(10.00) 

30.00 

(10.00) 

25.00 

(10.00) 

１株当たり当期純利益 （円） 71.48 90.22 89.62 90.51 58.55 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 90.2 89.9 91.0 90.8 88.9 

自己資本利益率 （％） 4.6 5.7 5.4 7.7 7.0 

株価収益率 （倍） 11.9 18.0 14.6 25.0 22.0 

配当性向 （％） 28.0 22.2 33.5 33.1 42.7 

従業員数 

(外、平均臨時従業員

数) 

（人）
389 

(77) 

381 

(69) 

390 

(61) 

407 

(58) 

414 

(62) 



２【沿革】 

年  月 概          要 

昭和22年６月 東京都港区に資本金19万円をもって興生水産株式会社（現、生化学工業株式会社）を設立し、水産

加工業を主体として営業開始。 

昭和22年９月 神奈川県横須賀市に久里浜事業所を開設。 

昭和24年１月 事業目的に医薬品等の製造及び販売を加え、医薬品開発に着手。 

昭和25年４月 久里浜事業所において医薬品製造業許可を取得し、コンドロイチン硫酸を製造発売。 

昭和27年２月 本店を東京都中央区に移転。 

昭和28年９月 商号を株式会社生化学研究所に変更。 

昭和35年２月 東京都新宿区に東京研究所（現、中央研究所）を開設。 

昭和37年８月 商号を生化学工業株式会社に変更。 

昭和43年７月 東京都東大和市に東京研究所（現、中央研究所）を建設移転。 

昭和50年９月 茨城県高萩市に高萩工場開設、医薬品製造業許可を取得。 

昭和60年４月 久里浜事業所において医薬部外品製造業許可を取得。 

昭和62年３月 ヒアルロン酸製剤「アルツ」（適用：変形性膝関節症）発売。 

平成元年11月 社団法人日本証券業協会の店頭市場へ株式を登録。 

平成４年８月 久里浜事業所を久里浜工場に名称変更。 

平成４年10月 ヒアルロン酸製剤「アルツ」の輸出（北欧向け）を開始。 

平成５年２月 「アルツディスポ」（注射器充填タイプ）発売。 

平成９年11月 米国マサチューセッツ州のアソシエーツ オブ ケープ コッド インク（現、連結子会社）を買

収。 

平成10年２月 ISO9001/EN46001認証取得（ヒアルロン酸を素材とした粘弾性物質の設計、製造及び販売）。 

平成12年６月 東京研究所を中央研究所に名称変更。 

平成13年４月 ヒアルロン酸製剤「スパルツ」（アルツディスポ）の米国への輸出を開始。 

平成16年３月 東京証券取引所市場第二部上場。 

平成17年３月 東京証券取引所市場第一部指定。 

 平成17年５月  本社事務所を東京都千代田区に移転。 

 平成17年６月  本店を東京都千代田区に移転。  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社６社より構成され、医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグ

メントに属する事業を行っております。当社グループにおける事業内容及び当該事業における位置付けは、次のとお

りであります。 

（医薬品及び医薬品原体）  当社が製造・販売を行っております。また、医薬品原体の原料である鮫軟骨について

は、三陸加工㈱が加工し、当社に供給しております。 

（試薬・診断薬）      当社及びアソシエーツ オブ ケープ コッド インクが仕入・製造及び販売を行っ

ております。アソシエーツ オブ ケープ コッド インターナショナル インク及

びパイロクァント ディアグノスティークは当社及びアソシエーツ オブ ケープ 

コッド インクの製品をヨーロッパ等へ販売しております。なお、アソシエーツ オ

ブ ケープ コッド エスエーアールエル及びアソシエーツ オブ ケープ コッド

ゲーエムベーハーは現在休眠中であります。 

（その他）         当社が製造・販売を行っております。 

 事業区分別の主要製品は次のとおりであります。 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）※１は非連結子会社、※２は連結子会社であります。 

※３は休眠会社であり、営業は行っておりません。 

事業区分 主要製品 

医薬品 アルツ、アルツディスポ、オペガン0.6、オペガン1.1、オペガンハイ 

医薬品原体 ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸 

試薬・診断薬 糖質研究用試薬、品質管理用試薬及び体外診断薬 

その他 医薬部外品、化粧品等 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、内数で間接所有割合であります。 

２．休眠会社であり、営業は行っておりません。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 
（％） 

関係内容 

アソシエーツ オブ 

ケープ コッド イ

ンク 

米国 

マサチューセッ

ツ州 

米ドル 試薬の製造・仕入

及び販売 
100.0 

当社が試薬を購入又は販売

している。当社より資金援

助を受けている。 2,080 

アソシエーツ オブ 

ケープ コッド イ

ンターナショナル 

インク 

米国 

マサチューセッ

ツ州 

－ 試薬の販売 
100.0 

(100.0) 

アソシエーツ オブ ケー

プ コッド インクの製品

をヨーロッパ等へ販売して

いる。 

パイロクァント デ

ィアグノスティーク 

ドイツ 

ウォルドルフ 

ユーロ 
試薬の販売 

100.0 

(100.0) 

アソシエーツ オブ ケー

プ コッド インクの製品

を主としてドイツへ販売し

ている。 
51,129 

アソシエーツ オブ 

ケープ コッド ゲ

ーエムベーハー 

ドイツ 

ウォルドルフ 

ユーロ 試薬の販売 

（注）２ 

100.0 

(100.0) 
 － 

25,000 

アソシエーツ オブ 

ケープ コッド エ

スエーアールエル 

フランス 

デシーヌシャル

ピュ 

ユーロ 試薬の販売 

（注）２ 

100.0 

(100.0) 
 － 

7,622 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 当社グループは医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行っており

ますが、当社グループにおける事業区分に基づいた従業員の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、年間の平均人員数を（ ）内に外数で記

載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員は、管理部門に所属している者であります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、年間の平均人員数を（ ）内に外数で記

載しております。 

（3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、全生化学工業労働組合と生化学工業労働組合があります。平成18年３月31日現在の組合員数

は、全生化学工業労働組合311名、生化学工業労働組合１名で、上部団体には加盟しておりません。 

 また、連結子会社につきましては、労働組合はありません。 

 なお、労使関係は円満に推移しております。 

  （平成18年３月31日現在）

事業区分 従業員数（人） 

医薬品 277 ( 43)  

医薬品原体 30 (  5)  

試薬・診断薬 170 ( 26)  

その他 1 ( －)  

全社（共通） 66 (  5)  

合計 544 ( 79)  

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

414（62）  39.8 14.4 7,987,315 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当連結会計年度の国内医薬品の事業環境は、大幅改正された新薬事法の施行、大手製薬企業の合併・統合などに

よりめまぐるしい変化を遂げました。また、医療費抑制策の影響を受けた厳しい市場環境が継続しています。海外

市場においても、欧米など先進国を中心に医療費の抑制を目的とした制度改革の圧力が強まるとともに、市場のボ

ーダーレス化が一層進み、世界規模での競合はますます激しさを増しつつあります。 

このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は、主に国内外での医薬品の販売が順調に伸長したことにより

231億4千4百万円（前年度比2.6％増）となりました。営業利益は、本社移転費用や売上増加に伴う営業費増加等の

負担により微増の69億1百万円（前年度比1.7％増）に止まりましたが、経常利益は外貨建長期貸付金等に係る為替

差益の増加等が寄与し76億1百万円（前年度比8.9％増）となりました。当期純利益は前年度に特別損失として計上

した年金基金からの脱退に伴う特別掛金及び棚卸資産廃棄損がなくなったことにより46億7千7百万円（前年度比

29.1％増）となりました。 

①事業区分別の売上概況 

＜医薬品＞ 

国内の関節機能改善剤アルツ・アルツディスポについては、高齢者人口の増加に伴い市場が拡大するなかで、先

発品としての有効性、安全性、高品質をアピールした医薬情報提供活動に努めた結果、医療機関納入本数は増加し

ました。しかしながら、平成18年4月からの薬価改定に伴う前倒しの新価格対応の影響などもあり、当社の売上は

前年度並に止まりました。海外では、主要市場である米国においてスパルツの現地販売が順調に推移し、更に販売

提携先スミス アンド ネフュー社における在庫積み増しもあったことから、増収となりました。また、中国、イタ

リア向けの売上も順調に増加しました。一方、全てのヒアルロン酸製剤が保険償還の対象外となったオーストリア

向け、後発品上市により競合が厳しくなった台湾向けの売上は大きく減少しました。 

眼科手術補助剤オペガン・オペガンハイについては、トップシェアを維持し、順調に売上を伸ばしました。 

この結果、医薬品の売上高は169億4千6百万円（前年度比5.3％増）となりました。 

＜医薬品原体＞ 

医療用ヒアルロン酸の売上は増加しました。コンドロイチン硫酸は滋養強壮剤向けが好調に推移し、医療用注射

剤向けの減収をカバーしました。 

この結果、医薬品原体の売上高は16億2千7百万円（前年度比1.9％増）となりました。 

＜試薬・診断薬＞ 

品質管理向けのエンドトキシン測定試薬や食品アレルギー関連試薬を中心とした国内売上は増加しました。海外

売上は、米国連結子会社におけるエンドトキシン測定試験受託サービスの大口ユーザーが自社内試験へ切り替えた

ことによる影響を受け減少しました。  

この結果、試薬・診断薬の売上高は41億3千1百万円（前年度比2.4％減）となりました。 

②所在地別の業績 

前述した売上概況のもと、日本では売上高209億7千万1百万円（前年度比4.2％増）、営業利益69億9千7百万円

（前年度比6.8％増）、北米では売上高17億7千9百万円（前年度比11.3％減）、営業損失3億6千3百万円（前年度は

営業利益6千1百万円）、その他の地域では売上高9億2千万円（前年同期比0.5％増）、営業利益2億2千8百万円（前

年度比5.6％減）となりました。 



（2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年度に比べ4億2千7百万円増加

し、73億9千5百万円（前年度比6.1％増）となりました。 

当年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は65億4千万円（前年度比45.2％増）となりました。これは主に税金等調整前当期

純利益が75億4千8百万円となり、法人税等の支払（19億1千5百万円）、売上債権の減少（2億6千万円）、棚卸資産

の増加（2億2千3百万円）等の結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は42億4千1百万円（前年度比0.6％減）となりました。これは主に投資有価証券の

取得による支出（45億8千6百万円）と、売却による収入（11億5千1百万円）の差額及び有価証券の取得による支出

（25億5百万円）と売却による収入（29億円）の差額並びに有形固定資産の取得による支出（13億6千5百万円）等

の結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は19億3千1百万円（前年度比111.2％増）となりました。これは配当金の支払実施

による支出（13億5千8百万円）及び自己株式取得による支出（5億7千2百万円）の結果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）受注状況 

 当社グループでは、見込生産によっており、受注生産は行っておりません。 

（4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 17,912 +14.2 

医薬品原体 1,648 △3.6 

試薬・診断薬 2,610 △29.5 

その他 29 △56.0 

合計 22,200 +4.9 

事業区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 101 +8.7 

試薬・診断薬 888 +28.0 

合計 990 +25.7 

事業区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 16,946 +5.3 

医薬品原体 1,627 +1.9 

試薬・診断薬 4,131 △2.4 

その他 438 △31.6 

合計 23,144 +2.6 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

科研製薬㈱ 11,059 49.0 11,060 47.8 

スミス アンド ネフュー インク 2,597 11.5 3,112 13.4 

参天製薬㈱ 2,307 10.2 2,652 11.5 



３【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く事業環境は、国境を越えて広がる医療費抑制策、企業の大型再編や新薬開発競争の激化とそ

れに伴う研究開発コストの増大などによりめまぐるしく変化しています。また、経済、環境、社会を要素とした企業が

果たすべき社会的責任への要請も高まりつつあります。 

当社グループでは、これらの環境変化にタイムリーかつ的確に対応することで着実な事業発展を図り、成長ドライブ

をかけるために次の3項目を経営の重点課題として、その実現に鋭意取り組んでいきます。 

(１)“Speed(スピード)”コアビジネスである医薬品事業の強化 

①ヒアルロン酸製剤の売上維持と拡大 

・国内市場での成長性の確保 

販売提携先と連携し、学術情報提供活動を主体とした販売支援強化やニーズに対応した製品改良等に努め、高

齢者人口増加を背景とした市場拡大に見合う販売数量の増加に注力していきます。 

・米国市場でのシェアアップと新規市場の開拓 

海外最大の関節機能改善剤市場である米国で強固な収益基盤を確立するために、競合品対策の強化、医療制度

改革の動向把握と早期対応に努めます。また、中長期的にポテンシャルの高い新規市場開拓の検討も同時に進め

ていきます。 

・製品増産体制の構築 

国内外における販売数量の増加に対応するために、新たな製剤棟を建設し生産能力向上と地震災害リスクへの

対応を図り、製品の安定的な供給体制を確立します。 

②スピードを意識した研究開発活動 

タイムライン管理をより強化するとともに、自社開発、ライセンス活動、内外企業・大学等との協力をバランス

よく推進させ、新製品の早期上市を目指します。 

申請中または臨床試験段階のテーマにつきましては、厚生労働省に申請中の内視鏡的粘膜切除術の手術補助剤の

承認取得及び国内で臨床Ⅰ/Ⅱ相段階を終了した腰椎椎間板ヘルニア治療剤の日米両国における次ステップへの早

期移行に尽力します。 

(２)“Speciality(スペシャリティ)”医薬品外事業の収益性の確保 

医薬品原体や試薬・診断薬事業については、コスト構造の改善を進めるとともに製品競争力を向上させ、収益基盤

の強化に努めます。また、米国連結子会社の経営全般の効率化に尽力します。 

(３)“Sustainability(サスティナビリティ)”企業の社会的責任の遂行 

株主をはじめとするステークホルダーの皆様から継続的に信頼をいただくために、コンプライアンス、リスク管理

を含む内部統制体制を整備してコーポレート・ガバナンスの充実を図り、社会の信頼に応える経営環境を構築してい

きます。また、会社情報を的確、公平、積極的に開示するための体制を充実させ、経営の透明性の向上を図っていき

ます。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの財政状態及び経営成績等

に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。  

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年3月31日）現在において当社グループが判断したも

のです。 

（1）法的規制について 

当社グループは、医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行ってい

ます。当社グループの製品・商品の多くは人の生命と健康に関わるものであり、それらの製造・販売は、日本及び

海外各国当局による医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するための法的規制を受けています。 

日本国内においては、医薬品の製造・販売を行うにあたり、製品毎に必要である医薬品製造販売承認（薬事法第

14条による承認）及び、製造場所毎に必要である医薬品製造業許可（薬事法第13条による許可）を取得しており、

その主たる内容は以下のとおりです。   

当社グループの主要な事業活動の継続には、これらの許認可が必要ですが、現時点において、薬事法第74条の2

に定められる医薬品製造販売承認の取消し、薬事法第75条に定められる医薬品製造業許可の取消しの事由に該当す

る事実はないものと認識しています。しかしながら、将来、これらの許認可の取消し等の事由が生じた場合、また

は関連法規等の改正動向によっては、業績に影響が生じる可能性があります。 



※医薬品製造業許可の有効期限は5年となっています。(5年毎に更新)

（2）新製品開発に長い期間と多額の研究開発費を要することについて 

事業の中核をなす医薬品の開発には基礎研究から製造承認に至るまで、有効性・安全性を確認するために各種試

験の積み重ねが必要とされており、厚生労働省等の当局による許認可が得られなければ、医薬品を製造・販売する

ことができません。日本製薬工業協会によると、新規物質の創製から医薬品として厚生労働省から承認が得られる

成功率はおよそ1万3千分の1、その間に9～17年の期間が必要とされています。このように医薬品の開発には長期間

にわたり多額の研究開発費を負担しても発売に至らないリスクがあるうえに、その進捗によって研究開発費が増減

し、業績に影響が生じる可能性があります。 

なお、当社グループの研究開発費の総額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ36億5千5百

万円（対連結売上高比16.2%）及び34億8千9百万円（対連結売上高比15.1％）です。 

（3）薬価基準の改定について 

医療用医薬品は、健康保険法の規定に基づき厚生労働大臣の定める薬価基準により薬剤費算定の基礎となる収載

価格が定められています。厚生労働省では医療保険の償還価格である薬価基準価格と市場実勢価格との乖離を縮小

することを目的として、薬価調査に基づき原則2年毎に収載価格の見直しを行っており、その動向によっては、業

績に影響を与える可能性があります。 

なお、平成18年4月に医薬品業界平均6.7％の薬価引き下げが行われ、主力製品である関節機能改善剤アルツ、ア

ルツディスポの薬価はそれぞれ8.3％、9.0％引き下げられました。 

（4）医療制度改革等について 

財政の悪化に歯止めをかけるため、日米欧先進各国において様々な制度改革が進行しつつあります。日本では、

後発品の使用促進や国立病院・療養所における独立行政法人化を契機とした薬剤購入費の圧縮が進められていま

す。欧米でも、保険制度自体の抜本的な見直しが行われています。このような行政及び医療に関する制度改革の動

向によっては、業績に影響を与える可能性があります。 

（5）特定販売先への依存について 

主力製品である医療用医薬品は販売提携先と独占販売契約を締結しており、販売先は限定されています。日本国

内につきましては、関節機能改善剤アルツ・アルツディスポは科研製薬㈱と、眼科手術補助剤オペガン・オペガン

ハイは参天製薬㈱と、それぞれ独占販売契約を締結しています。両社とは長期にわたり安定した関係を構築してお

り、両社との契約はいずれも1年毎に継続的に更新されています。また、海外につきましても、国または地域毎に

関節機能改善剤の独占販売契約を締結しており、いずれの販売会社とも良好な関係を構築しています。例えば、米

国においては、スミス アンド ネフュー社と平成11年より10年間（以後、5年毎2回、計10年間の更新可能）の契約

を締結しています。しかしながら、状況変化によりこれらの会社との取引内容に変更がなされた場合、その内容に

よっては業績に影響が生じる可能性があります。 

（6）特定製品への依存について 

当連結会計年度における売上高231億4千4百万円のうち、医薬品の売上高は169億4千6百万円であり、その90％超

は関節機能改善剤と眼科手術補助剤の売上高（海外向けを含む）です。したがって、これら主力製品の製造や販売

に重大な影響を与える事象が生じた場合には、業績に影響が生じる可能性があります。 

 ［医薬品製造販売承認］  

製品名 承認番号 有効期限 

 アルツ  16200AMZ00046000   

有効期限はありません 

 

 アルツディスポ  20400AMZ00801000 

 オペガンハイ  20700AMZ00347000 

 ［医薬品製造業許可］  

工場名 許可番号 有効期限 

 高萩工場  08AZ0046   平成16年9月1日～平成21年8月31日 

 久里浜工場 福作  14AZ0207  平成14年1月1日～平成18年12月31日 



（7）特定仕入先への依存について 

医薬品の製造にはさまざまな規制があり、原材料の中には規制当局の承認が必要とされるものもあるため、原材

料仕入先を限定し、往訪監査を行い品質の確保と安定供給体制の確立に努めています。原材料の一部は単一の供給

源に依存しているため、調達が困難になるような状況変化が生じた場合、製品の製造に支障をきたし、業績に影響

が生じる可能性があります。 

（8）動物に由来する成分を原料とすることについて 

当社グループの製品の多くは、ニワトリ、サメ、カブトガニ等といった動物に由来する成分を原料としていま

す。そのため、原料とする動物由来成分の使用が制限された場合や調達が困難になった場合には業績に影響を与え

る可能性があります。 

（9）為替相場の変動による業績への影響について 

平成13年4月より北米において関節機能改善剤スパルツ（アルツディスポ）の販売を開始したことにより米ドル

での収入が増える傾向にあります。研究開発費の支払いの一部を外貨建てにするなど為替リスクの軽減を図ってい

ますが、為替相場の動向によっては業績に影響が生じる可能性があります。 

また、当連結会計年度において米国連結子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インクに対し14億9百万円

（12百万米ドル）の貸付金があります。そのため、為替相場の変動により為替差損益が発生する可能性がありま

す。 

当連結会計年度においては、円安傾向に進んだことにより、為替差益3億5千1百万円を計上しています。 

（10）保有有価証券等の価格変動リスクについて 

将来の研究開発や設備投資に充当するべき支払い準備として、手元資金の有価証券での運用を行っています。当

連結会計年度においては、営業外費用の項目で投資事業組合損失6百万円を計上しています。また、連結貸借対照

表の資本の部の加算項目でその他有価証券評価差額金23億6千4百万円を計上しています。 

今後も有価証券等の価格変動等によっては、業績に影響を受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

相手先 契約締結年月日 契約内容及び期間 

科研製薬株式会社 昭和62年３月27日 
アルツの国内独占販売権 

契約期間：契約締結日から６年間、以後１年ごとに更新 

科研製薬株式会社 平成５年３月27日 
アルツディスポの国内独占販売権 

契約期間：契約締結日から１年間、以後１年ごとに更新 

参天製薬株式会社 昭和62年９月９日 
オペガンの国内及び国外独占販売権 

契約期間：契約締結日から５年間、以後１年ごとに更新 

参天製薬株式会社 平成７年５月９日 
オペガンハイの国内独占販売権 

契約期間：契約締結日から５年間、以後１年ごとに更新 

スミス・アンド・ネフ

ュー社（米国） 
平成11年１月１日 

スパルツ（アルツディスポ）の米国、既契約国を除く欧州諸国

における独占販売権 

契約期間：契約締結日から10年間、以後５年ごと２回更新 



６【研究開発活動】 

当社グループは、研究開発重視の基本方針のもと、グライコサイエンス（糖質科学）を中心とした、世界の人々の

健康に役立つ独創的な新薬の創製に取り組んでいます。また、スピードを意識した研究開発活動を重要な経営課題と

して捉え、タイムライン管理の強化を図るとともに、自社開発、ライセンス活動、内外企業・大学等の協力をバラン

スよく推進させ、継続的かつ速やかな新製品の上市を目指しています。 

中央研究所及び開発部を中心に医薬品（医療機器を含む）、医薬品原体、試薬・診断薬の研究開発を進めており、

そのスタッフ数は平成18年3月末時点で総従業員の32.9％に当たる179名、当連結会計年度における研究開発費の総額

は34億8千9百万円（対連結売上高比15.1％）となっています。 

各事業別の主要課題、成果及び研究開発費は以下のとおりです。 

（1）医薬品及び医薬品原体事業 

糖鎖生物学上の重要分子であるグリコサミノグリカン（GAG）及びその関連物質を主な創薬対象物質とし、関節疾

患を重点目標疾患と定めることでテーマの選択と集中化を図り、新薬開発の早期化に努めています。 

医薬品（医療機器を含む）の研究開発活動の状況は次のとおりです。 

厚生労働省に申請中のヒアルロン酸を応用した内視鏡的粘膜切除術の手術補助剤「ムコアップ」については、本年

秋の承認取得を目指し、審査対応に注力しています。コンドロイチン硫酸を分解する酵素を用いた腰椎椎間板ヘルニ

ア治療剤については、最新のGMP(＊)に準拠した治験薬製造設備の建設が平成17年10月に完了し、日米両国における

次相試験開始の準備を進めています。抗VAP-1モノクローナル抗体を用いた抗炎症剤については、再検討してきた開

発候補の抗体タイプ選定が終了しました。その他、前臨床試験段階でも複数のプロジェクトが進展しており、早期の

治験開始を目指しています。 

また、糖鎖の疾病との関与を解明し、新しい治療・診断へのアプローチを効果的に進めることを目的として、平成

18年4月から3年間の予定で、大阪大学微生物病研究所に寄附研究部門（寄附講座）を設置しました。担当教授には世

界的に糖鎖研究をリードしている谷口直之教授が着任しました。 

なお、当社グループでは、開発過程の節目毎に進捗状況を厳密に評価・判断して取り組むテーマを厳選しており、

当連結会計年度には、NFκBデコイオリゴの共同開発からの離脱、乾癬治療剤導入に関するオプション契約の終了を

決定しました。 

医薬品原体分野につきましては、既存製品の競争力強化のための研究に注力しました。 

当事業に係る研究開発費は31億8千5百万円、研究開発スタッフは163名となっています。 

(＊)GMP：医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準 

（2）試薬・診断薬事業 

長年培った専門技術をベースに科学、医学の進歩に即応した品質管理用試薬、創薬支援用試薬及び体外診断薬の研

究開発を進めています。当連結会計年度においては、7種類の抗体標識試薬キットを導入開発・上市しました。 

当事業に係る研究開発費は3億3百万円、研究開発スタッフは16名となっています。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内容

であります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年3月31日）現在において当社グループが入手可能

な情報に基づいて判断したものであり、リスクや不確実性を含んでおります。将来の財政状態及び経営成績等は、当

社グループの事業を取り巻く経済情勢、市場動向などにより異なる可能性があります。また、重要な影響を及ぼす可

能性のある事項については、「４事業等のリスク」に記載しております。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成してお

ります。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を

与える見積りが必要となります。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度において、連結売上高は231億4千4百万円（前年度比2.6％増）、経常利益は76億1百万円（前年度

比8.9％増）、当期純利益は46億7千7百万円（前連結会計年度比29.1％増）となりました。経営成績に重要な影響を

与えた要因は、以下のとおりであります。 

①売上高 

当連結会計年度のロイヤルティー等を含めた売上高は、主に米国を中心とした海外医薬品の伸長により、231億4千

4百万円（前年度比2.6％増）となりました。 

②販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、90億7千5百万円となり、前年度と比較して1.5％増加しました。この主な要因は営業費

及び本社移転に伴う費用の増加によるものです。当社グループは新製品の継続的な開発、早期の上市実現のために研

究開発活動の強化につとめていますが、当期における研究開発費は、治験費用の減少等により34億8千9百万円（前年

度比4.5％減）となり、売上高に占める割合は15.1％となりました。 

③営業外損益 

営業外収益は、7億1千1百万円となり、前年度と比較して135.0％増加しました。主な要因は為替差益3億5千1百万

円の発生で、主に前期末（107.39円）当期末（117.47円）の対米ドル為替レート差によるものであります。 

営業外費用は、1千1百万円となり、前年度と比較して89.8％減少しました。主な要因は前期における投資有価証券

売却損8千1百万円が発生しなかったことによるものであります。 

④特別損失 

特別損失は、5千3百万円となり、前年度と比較して95.7％減少しました。この主な要因は前期における東京薬業厚

生年金基金からの脱退に伴う特別掛金10億7百万円及びBSE（牛海綿状脳症）発生の影響による棚卸資産廃棄損2億4千

1百万円が発生しなかったことによるものであります。 

（3）次期の経営施策 

当社グループを取り巻く事業環境は、国内外における医療費抑制策の進展、市場のボーダレス化、新薬開発競争の

激化などにより厳しい状況が継続しています。これらを踏まえ、当社グループでは、関節機能改善剤の海外最大の市

場である米国におけるシェアアップを目指します。国内においては、期首からの薬価引き下げの影響を受けますが、

先発品としての強みを活かした営業戦略により販売数量の拡大に注力していきます。継続的な事業発展の重点課題で

ある新薬開発については、タイムライン管理を強化し、スピードアップを図ります。現在、厚生労働省に申請中の内

視鏡的粘膜切除術の手術補助剤「ムコアップ」の早期承認取得に尽力するとともに、腰椎椎間板ヘルニア治療剤の日

米における次相試験開始に向けた準備を鋭意進めます。また、自社開発はもとより、インライセンス等による製品パ

イプラインの拡充に尽力し、新製品の継続的な開発、早期上市を推進します。 



（4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの分析 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前年度より20億3千6百万円多い65億4千万円の資金を得ました。これは

税金等調整前当期純利益が増加し、売上債権の減少等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前年度より2千6百万円少ない42億4千1百万円の資金を使用しました。こ

れは治験薬製造関連設備の建設及び新基幹システムの構築に伴い固定資産の取得が前年度より増加しましたが、長期

性預金への預入を実施しなかったことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、前年度より10億1千6百万円多い19億3千1百万円の資金を使用しました。

これは配当金の支払実施による支出及び自己株式の取得による支出が増加したことによるものです。 

②資金需要について 

営業活動によって得られる資金のうち税金等調整前当期純利益は、当連結会計年度に比べ減少するものと思われま

す。これは主に販売費及び一般管理費の増加が見込まれることから、資金が減少する予定であります。 

投資活動に使用される資金のうち設備投資額は、国内において新製造設備の購入及び更新を予定しております。 

財務活動に使用される資金のうち配当金支払額は、若干増加する見込みであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、高い安全性、高い品質の医薬品を安定的に供給するための医薬品製造設備、高い成長が期待でき

る診断薬分野の設備、医薬品を中心とした研究開発に重点を置いた研究設備等への投資を行っています。 

当連結会計年度における設備投資額は1,093百万円であり、その主なものは中央研究所等における治験薬製造関連

設備であります。 

また、当連結会計年度における固定資産除却損は53百万円であり、その主なものは本社移転に伴う旧本社設備の除

却であります。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

（1）提出会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等

は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員）は、年間の平均人員数を（ ）内に外数で記載し

ております。 

３．土地の一部を賃借しております。年間賃借料は15百万円であります。なお、上記中［ ］内は賃借中の土

地面積であり、外数で示しております。 

４．原料加工は、子会社である三陸加工㈱に委託しているため、当社従業員はおりません。 

５．建物を賃借しております。年間賃借料は146百万円であります。 

６．上記の他リース契約による主な賃借設備として以下のものがあります。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員
数(人) 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

久里浜工場 

(神奈川県横須賀市) 

医薬品原体 

その他 

生産設備等 

(注)3 
974 523 

4 

(6,391)

[5,955]

39 1,541 56 

(7)

高萩工場 

(茨城県高萩市) 

医薬品 

医薬品原体 

試薬・診断薬 

生産設備等 1,272 485 
297 

(43,770)
72 2,127 85 

(32)

中央研究所 

(東京都東大和市) 
研究開発業務 研究開発設備 1,323 15 

26 

(22,298)
183 1,549 123 

(15)

気仙沼加工所 

(宮城県気仙沼市) 
医薬品原体 

原料加工設備 

(注)4 
80 4 

342 

(6,324)
－ 427 － 

本社 

(東京都千代田区) 

管理業務 

販売業務 

研究開発業務 

その他設備 

(注)5 
114 7 － 170 291 150 

(8)

事業所名 
（所在地） 

事業区分 設備の内容 年間リース料（百万円） 

久里浜工場 

(神奈川県横須賀市) 

医薬品原体 

その他 
生産設備等 14 

高萩工場 

(茨城県高萩市) 

医薬品 

医薬品原体 

試薬・診断薬 

生産設備等 280 

中央研究所 

(東京都東大和市) 
研究開発業務 研究開発設備 45 

本社 

(東京都中央区） 

管理業務 

販売業務 

研究開発業務 

その他設備 11 



（2）在外子会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、建設仮勘定の合計であります。 

２．従業員数の（ ）内は、臨時従業員を外数で示しております。 

３．建物を賃借しております。年間賃借料は６百万円であります。 

４．建物を賃借しております。年間賃借料は８百万円であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して計画しております。設

備計画は原則的に当社グループ各社が個別に策定しておりますが、子会社の計画策定に当たっては当社との調整を図

っております。 

（1）重要な設備の新設等 

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

（2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
(人) 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び 
運搬具 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

アソシエーツ 

オブ ケープ 

コッド インク 

本社及び工

場 

(米国 

マサチュー

セッツ州) 

試薬・診断

薬 

生産設備 

その他設備 
1,329 1,538 43 

(32,659)

102 3,013 109

(16)

アソシエーツ 

オブ ケープ 

コッド インタ

ーナショナル 

インク 

英国営業所 

(英国 

リバプール) 

試薬・診断

薬 

その他設備 

(注)3 
－ 8 － 13 22 14

(1)

パイロクァント 

ディアグノステ

ィーク 

本社及び営

業所 

(ドイツ 

ウォルドル

フ) 

試薬・診断

薬 

その他設備 

(注)4 
－ 2 － 10 13 7

(－)

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

当社 

高萩工場 

茨城県 

高萩市 
医薬品 生産設備 6,300 － 自己資金 

平成18年 

10月 

平成21年 

１月 
100％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）株式分割（１：1.5）によるものであります。 

（4）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式572,015株は、「個人その他」に5,720単元及び「単元未満株式の状況」に15株含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が81単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 234,000,000 

計 234,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月23日) 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 58,584,093 58,584,093 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 58,584,093 58,584,093 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年７月20日 

（注） 
13,018,687 39,056,062 － 3,840 － 5,301 

平成17年５月20日 

（注） 
19,528,031 58,584,093 － 3,840 － 5,301 

  （平成18年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 51 35 101 67 5 10,020 10,279 － 

所有株式数（単元） － 138,277 3,013 209,972 55,196 32 177,834 584,324 151,693 

所有株式数の割合

（％） 
－ 23.66 0.51 35.93 9.44 0.00 30.43 100.0 － 



（5）【大株主の状況】 

（注）１．投資顧問会社アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーの代理人弁護士

より平成17年８月31日現在で、3,022千株を保有している旨の大量保有報告を受けておりますが、当社として

は期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーの大量保有報告書の内

容は以下のとおりであります。 

大量保有者：アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシー 

住所：1345，アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ，ニューヨーク，NY，米国 

所有内容：株式3,022千株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）：5.16% 

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数3,105千株は、全て退職給付信託分であります。 

３．資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数1,973千株は、全て退職給付信託分であります。 

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数1,059千株は、全て信託業務に係るものであります。 

５．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数986千株は、全て信託業務に係るものであります。 

  （平成18年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新業株式会社 東京都千代田区神田神保町３丁目10番２号 7,843 13.38 

株式会社開生社 東京都千代田区神田神保町３丁目10番２号 7,793 13.30 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（三菱化学株式会社退職給
付信託口）（注）２ 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,105 5.30 

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー（常任代理人
㈱みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室） 

P.O.BOX 351 ボストン 
マサチューセッツ 02101 米国 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

2,509 4.28 

資産管理サービス信託銀行株式会
社（みずほ信託退職給付信託みず
ほ銀行口）（注）３ 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,973 3.36 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,536 2.62 

有限会社ソウメイ 愛知県名古屋市中区橘１丁目16番37号 1,248 2.13 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）（注）４ 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,059 1.80 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）（注）５ 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 986 1.68 

生化学工業従業員持株会 東京都千代田区丸の内１丁目６番１号  870 1.48 

計 － 28,924 49.37 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数81個が含まれておりませ

ん。 

３．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式15株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

（注）上記以外に自己名義所有の単元未満株式15株を保有しております。 

（7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）（注）１ 普通株式    572,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式  57,860,400 578,523 － 

単元未満株式 普通株式     151,693 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 58,584,093 － － 

総株主の議決権 － 578,523 － 

  （平成18年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

生化学工業株式会社 
東京都千代田区丸の

内１－６－１ 
572,000 － 572,000 0.97 

計 － 572,000 － 572,000 0.97 



２【自己株式の取得等の状況】 

（1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

（注）資本政策に機動的に対応しうる手段として、自己株式の取得枠を設定いたしましたが、経済情勢や市場動向等の経

営環境を総合的に勘案した結果、未行使割合が50%以上となっております。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定 

により、取締役会の決議による市場取引等により自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年８月２日決議） 
1,000,000 1,200,000,000 

前決議期間における取得自己株式 467,400 562,021,800 

残存授権株式の総数及び価額の総額 532,600 637,978,200 

未行使割合（％） 53.3 53.2 

  平成18年６月23日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 467,400 

  平成18年６月23日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  － － － 



（2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、株主価値の向上を重要な経営課題の一つとして位置づけており、株主の皆様への利益還元につきましては、

配当性向を重視した業績連動型の配当政策を導入し、1株当たり年間20円をベースとして、配当性向30％（連結ベー

ス）を維持しつつ更なる向上を目指していきます。 

 この方針に基づき、当期の配当金は1株当たり期末配当金15円と中間配当金10円を合わせて年間25円、配当性向は

31.5％（連結ベース）となりました。これは、平成16年7月20日及び平成17年5月20日と2回にわたり実施した各々普通

株式1株につき1.5株の割合での株式分割（無償交付）前の株式数ベースで換算すると、1株当たり年間56円25銭に相当

するものです。なお、中間配当については、平成17年11月11日開催の取締役会で決議しています。 

 内部留保につきましては、中長期的な視野に基づいた研究開発、生産性向上を目的とした設備投資等に充てていき

ます。なお、中期的に予想される関節機能改善剤の生産量増加に対応するため、現在、高萩工場において新製剤棟の建

設及び関連する製剤設備等の増設計画を進めています。 

４【株価の推移】 

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成16年３月22日までは日本証券業協会、平成16年３月23日から平成17年２月28日までは

東京証券取引所市場第二部、平成17年３月１日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。な

お、第58期の事業年度最高・最低のうち※１印は日本証券業協会、※２印は東京証券取引所市場第二部による

ものであります。 

２．□印は、株式分割後による権利落後の最高・最低株価を示しております。なお、第59期は平成16年５月31日現

在および平成17年３月31日現在の株主に対して、株式分割を２回実施しておりますので、平成16年５月31日に

よるものを※３で、平成17年３月31日によるものを※４で、示しております。 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第 56 期 第 57 期 第 58 期 第 59 期 第 60 期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,290 1,720 
※１ 1,660 

※２ 1,340 

3,010 

※３□3,010 

※４□1,683 

  

1,506  

  

最低（円） 750 800 
※１ 1,020 

※２ 1,271 

1,051 

※３□1,051 

※４□1,450 

  

1,160  

  

月別 平成17年10月 11 月 12 月 平成18年１月 ２ 月 ３ 月 

最高（円） 1,360 1,254 1,318 1,348 1,438 1,344 

最低（円） 1,200 1,212 1,242 1,220 1,295 1,286 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社長   水谷 建 昭和23年３月10日生 

昭和45年４月 三菱化成工業㈱（現 三菱化

学㈱）入社 

昭和63年８月 当社入社理事 

平成２年６月 当社取締役試薬・診断薬事業

部長 

平成５年６月 当社常務取締役 

平成10年６月 当社常務取締役営業本部長 

平成12年６月 当社常務取締役中央研究所長 

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役中

央研究所長 

平成16年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任） 

357 

常務取締役 

薬事・品質保

証・安全管理・

グライコフォー

ラム管掌 

殿村 信二 昭和22年１月５日生 

昭和47年４月 三菱化成工業㈱（現 三菱化

学㈱）入社 

平成９年４月 当社入社理事医薬事業部長 

平成12年６月 当社取締役医薬事業部長 

平成16年６月 当社常務取締役（現任） 

161 

常務取締役 管理部門管掌 矢倉 俊紀 昭和22年８月７日生 

昭和47年４月 ㈱三菱銀行（現 ㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行）入行 

平成10年７月 同 法人部長 

平成13年３月 当社入社理事 

平成13年６月 当社取締役経営管理部長 

平成17年６月 当社常務取締役（現任） 

180 

取締役   片山 英二 昭和25年11月８日生 

昭和48年４月 藤沢薬品工業㈱入社 

昭和59年４月 弁護士登録 

昭和59年４月 銀座法律事務所（現 阿部・

井窪・片山法律事務所）入所 

平成元年８月 米国ニューヨーク州弁護士登

録 

平成９年６月 当社監査役 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

134 

取締役 

久里浜工場長、

生産・生産技術

管掌 

前田 秀一 昭和21年７月17日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成11年６月 当社理事高萩工場長 

平成14年６月 当社取締役高萩工場長 

平成16年６月 当社取締役久里浜工場長（現

任） 

188 

取締役 知的財産部長 後藤 俊介 昭和22年６月６日生 

昭和46年４月 三菱油化㈱（現 三菱化学

㈱）入社 

平成13年９月 当社入社 

平成13年10月 当社知的財産部長 

平成15年６月 当社理事知的財産部長 

平成16年６月 当社取締役知的財産部長（現

任） 

212 

 取締役  中央研究所長 川村 秀樹  昭和26年３月11日生  

昭和59年10月  ㈱ツムラ入社 

平成11年10月  当社入社 

平成12年６月  当社中央研究所研究企画部長 

平成14年４月  当社中央研究所副所長兼研究

企画部長 

平成16年６月 当社執行役員中央研究所長 

平成18年６月 当社取締役中央研究所長（現

任） 

－ 

常勤監査役   沼部 吉冶 昭和22年５月28日生 

昭和46年４月 曙ブレーキ工業㈱入社 

平成元年７月 日本イーエヌエス㈱（現ＪＥ

ＮＳ㈱）入社 

平成４年12月 当社入社 

平成11年10月 当社監査室長 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

132 

 



（注）１． 取締役片山英二は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２． 監査役竹内信博及び監査役佐藤順哉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３． 当社では、意思決定・監督と執行の分化により取締役会と経営会議を活性化する目的で、執行役員制度を

導入しております。執行役員は４名で、経理部長柳沢正男、医薬営業・学術情報・海外営業・機能化学品

営業担当大西和明、総務部長金子健志、生産技術部長佐倉義幸で構成されております。 

４． 所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載しております。なお、平

成18年６月分の持株会による取得株式数は、提出日（平成18年６月23日）現在確認ができないため、平成

18年５月末現在の実質所有株式数を記載しております。 

５． 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監

査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   桑原 樹義 昭和22年５月８日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成16年４月 当社機能化学品営業部担当部

長 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

173 

監査役   竹内 信博 昭和28年４月８日生 

昭和53年11月 デロイト ハスキンズ アン

ド セルズ公認会計士事務所

（現 監査法人トーマツ）入

所 

平成元年11月 デロイト アンド トゥーシ

ュ シカゴ事務所に出向 

平成７年11月 監査法人トーマツに帰任 

平成10年８月 竹内公認会計士事務所設立 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   佐藤 順哉 昭和28年５月４日生 

昭和57年４月 弁護士登録 

昭和57年４月 ファーネス・佐藤・石澤法律

事務所（現 石澤・神・佐藤

法律事務所）入所 

平成２年10月 米国ニューヨーク州弁護士登

録 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

304 

        計 1,844 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

阿宮 龍夫 昭和７年５月19日生 

昭和37年４月 ピート・マーウイック・ミ

ッチェル会計事務所入所 

昭和42年４月 ㈱日本コンサルタントグル

ープ入社 

昭和45年４月 等松・青木監査法人入社

（現 監査法人トーマツ） 

昭和49年５月 監査法人トーマツ代表社員 

平成９年６月 当社監査役  

平成15年６月 当社監査役退任  

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、コーポレート・ガバナンスを重要な課題と位置づけ、的確な情報収集、意思決定機能の強化及び迅速化

を図り、経営環境の変化に素早く対応できるよう取り組んでいます。また、製薬企業としての社会的使命及び責任を

深く自覚し、株主をはじめとするステークホルダーの皆様から継続的に信頼をいただくために、コンプライアンス、

リスク管理を含む内部統制システムを整備し、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、社会の信頼に応える経営環

境を構築していく方針です。 

（2）当社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 当社の機関の基本説明 

当社は、監査役会制度採用会社であり、会社の機関として株主総会、取締役会及び監査役会を設置しておりま

す。当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりです。 

（平成18年6月23日現在）

当社は、法令及び定款で定められた事項、重要な業務に関する事項などの決定や、業務執行状況を監督するため

に、毎月の定時取締役会と必要に応じて招集される臨時取締役会を開催しています。平成16年6月の定時株主総会

において、取締役会の監督機能の強化を目的として、社外取締役1名を選任しました。また、取締役会の機能を意

思決定と業務執行監督機能に限定し、業務執行機能を分離するため執行役員制度を導入しています。その他、原則

毎週火曜日に常勤取締役及び執行役員が参加する経営会議を開催することにより、経営上の問題点の把握及び対処

方法決定のスピードアップを図っています。なお、同会議には監督機能の更なる強化を目的として、常勤監査役も

オブザーバーとして参加しています。  

② 内部統制システムの整備の状況 

当社グループは、コンプライアンス、リスク管理等の内部統制システムの整備を行い、業務の適正確保を図るこ

とで、社会の信頼に応える経営体制の構築を目指します。当社グループの内部統制システムは、以下のとおりで

す。 



Ⅰ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

(a)取締役及び使用人（以下、「役職員」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果

たすために、生化学工業行動規範を定め、それを役職員に周知徹底しています。  

(b)社長を委員長、経営会議メンバーを委員とするコンプライアンス推進委員会を設置し、総務部がコンプライア

ンス・ プログラムを策定し、それを全社的に運用しています。  

(c)社内外の研修等を通じ、役職員に対しコンプライアンスの知識と法令遵守の意識を高めています。  

Ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(a)株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、契約書、その他業務の執行状況を示す主要な文

書（電磁的記録を含む）は、文書管理規定により保存及び管理しています。  

(b)取締役は、上記の文書を常時閲覧可能となっています。  

Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(a)全社的なリスク管理は、経営管理部が所管し同部の管掌取締役が担当しています。 

(b)各部門の所管業務に付随するリスク管理は、当該部門が行っています。 

(c)今後、リスク管理規程の策定の検討を含め、リスク管理体制の整備及び運用を行います。 

Ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図っています。 

(a)常勤取締役、執行役員を構成員とする経営会議を設置しています。 

(b)取締役会において中期経営計画の策定、同計画に基づく部門毎の業績目標と予算を策定しています。 

(c)経営会議及び取締役会による月次業績のレビューと必要に応じ改善策の検討を実施しています。 

Ⅴ．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(a)関係会社管理の担当部署を置き、関係会社管理規定を定め、状況に応じて必要な管理を行っています。 

(b)当社の監査部は、当社及び海外子会社の内部監査を実施し、その結果を社長に報告しています。 

(c)今後、子会社における法令遵守の体制構築に関し、子会社との間で協議検討します。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査については、監査部（5名）による内部監査の他に、品質保証部による内部品質監査及び薬事部による

GCP 監査を実施しており、各部門の業務の妥当性、適合性の検証を行っています。また、社会的な倫理規範に加え

て、厳しい医薬品業界の法令を遵守するために、経営綱領に定められた経営信条、行動指針に基づき、平成14年4

月にコンプライアンス・プログラムを制定し、同時に経営会議にコンプライアンス推進委員会を設置しています。

更に、コンプライアンス・プログラムハンドブックを作成・配布し、役員及び社員への周知徹底、理解促進を図る

とともに、平成16年から17年にかけて全社規模でインサイダー取引防止のための研修を行いました。 

監査役と内部監査部門の連携状況については、平成18年3月期に監査部と7回の会議を実施し、社内各部門の内部

統制に関する監査結果を聴取するとともに、監査部の監査計画、監査実施状況について情報の共有化を図りまし

た。また、随時連絡を取ることにより、意思疎通を図っています。 

監査役と後述の会計監査人の連携状況については、平成18年3月期に会計監査人と4回の会議を実施し、会計監査

人の年間監査計画及び会計監査の結果について聴取し、質疑応答を行いました。 

④ 会計監査の状況 

監査法人トーマツを会計監査人に選任しており、中間・期末決算に偏ることなく、期中においても適宜監査を受

けています。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、米澤英樹と中川幸三であり監査法人トーマツに所属し

ています。会計監査業務に係る補助者は公認会計士6名、会計士補4名、その他1名となっています。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役である片山英二、社外監査役である竹内信博、佐藤順哉の両氏は、当社との人的、資本的関係

または取引関係、その他の利害関係はございません。 



（3）役員報酬の内容 

当社は、平成18年6月23日開催の第60回定時株主総会終結時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、取締役及び

監査役の報酬の一部に株価連動型報酬制度を導入いたしました。これは、役員の報酬と株主の皆様の利益との連動性

を一層向上させ、会社業績に対する経営責任を明確化し、株主価値の増大を推進することを目的とするものです。 

なお、当事業年度の取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりであります。 

（4）監査報酬の内容 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

社内取締役 社外取締役 監査役 計 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

支給人員
（名） 

支給額
（百万円）

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

定款又は株主総会

決議に基づく報酬 
8 160 1 10 5 37 14 208 

利益処分による役

員賞与 
8 52 1 0 2 7 11 60 

株主総会決議に基

づく退職慰労金 
－ － － － 1 4 1 4 

計 － 213 － 11 － 48 － 273 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20百万円 

上記以外の報酬の金額 －百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  6,970 7,398 

２．受取手形及び売掛金  6,601 6,349 

３．有価証券  2,404 4,236 

４．棚卸資産  3,761 4,081 

５．繰延税金資産  388 446 

６．その他  271 407 

７．貸倒引当金  △10 △1 

流動資産合計  20,387 39.6 22,917 40.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

（1）建物及び構築物  11,479 11,941   

減価償却累計額  △6,556 4,923 △6,774 5,166 

（2）機械装置及び運搬具  6,514 7,021   

減価償却累計額  △3,862 2,652 △4,364 2,657 

（3）土地  710 715 

（4）建設仮勘定  51 19 

（5）その他  1,117 1,329   

減価償却累計額  △620 497 △805 524 

有形固定資産合計  8,834 17.1 9,083 15.8

２．無形固定資産    

（1）連結調整勘定  85 85 

（2）その他  208 352 

無形固定資産合計  294 0.6 437 0.8

 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

（1）投資有価証券 ※１ 19,708 23,149 

（2）長期貸付金  400 400 

（3）繰延税金資産  180 － 

（4）その他 ※２ 2,148 1,757 

（5）貸倒引当金  △409 △413 

投資その他の資産合計  22,028 42.7 24,893 43.4

固定資産合計  31,156 60.4 34,415 60.0

資産合計  51,543 100.0 57,332 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金  644 698 

２．未払法人税等  950 1,766 

３．賞与引当金  500 511 

４．その他  1,509 1,441 

流動負債合計  3,604 7.0 4,417 7.7

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債  － 925 

２．退職給付引当金  1,313 1,053 

３．役員退職慰労引当金  199 231 

４．その他  － 11 

固定負債合計  1,513 2.9 2,221 3.9

負債合計  5,118 9.9 6,639 11.6

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 3,840 7.4 3,840 6.7

Ⅱ 資本剰余金  5,301 10.3 5,301 9.2

Ⅲ 利益剰余金  36,580 71.0 39,837 69.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 1,018 2.0 2,364 4.1

Ⅴ 為替換算調整勘定  △252 △0.5 △17 △0.0

Ⅵ 自己株式 ※４ △63 △0.1 △634 △1.1

資本合計  46,425 90.1 50,693 88.4

負債・資本合計  51,543 100.0 57,332 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  22,564 100.0 23,144 100.0 

Ⅱ 売上原価  6,841 30.3 7,167 31.0

売上総利益  15,722 69.7 15,976 69.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  1,150 1,251   

２．人件費  1,533 1,619   

３．賞与引当金繰入額  162 169   

４．退職給付費用  219 88   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 36 36   

６．研究開発費 ※１ 3,655 3,489   

７．その他  2,180 8,937 39.6 2,420 9,075 39.2

営業利益  6,784 30.1 6,901 29.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  106 159   

２．受取配当金  132 129   

３．為替差益  41 351   

４．その他  22 302 1.3 71 711 3.1

Ⅴ 営業外費用    

１．有価証券売却損  － 1   

２．投資有価証券売却損  81 －   

３．投資事業組合損失  13 6   

４．自己株式取得手数料  － 2   

５．その他  13 109 0.5 0 11 0.1

経常利益  6,978 30.9 7,601 32.8

Ⅵ 特別損失    

１．棚卸資産廃棄損  241 －   

２．固定資産除却損  － 53   

３．東京薬業厚生年金基金
脱退時特別掛金 

 1,007 1,248 5.5 － 53 0.2

税金等調整前当期純利
益 

 5,730 25.4 7,548 32.6

法人税、住民税及び事
業税 

 1,786 2,716   

法人税等調整額  318 2,105 9.3 154 2,870 12.4

当期純利益  3,624 16.1 4,677 20.2

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  5,301   5,301

Ⅱ 資本剰余金期末残高  5,301   5,301

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  33,917   36,580

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益  3,624 3,624 4,677 4,677

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  909 1,359 

２．役員賞与  51 60 

（うち監査役賞与）  (5) 961 (7) 1,420

Ⅳ 利益剰余金期末残高  36,580   39,837

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益   5,730 7,548

減価償却費   1,051 1,183

退職給付引当金の増減額   45 △260

役員退職慰労引当金の増減額   △34 31

受取利息及び受取配当金   △238 △289

為替差損益   △46 △285

投資有価証券売却損益   81 △20

売上債権の増減額   △805 260

棚卸資産の増減額   72 △223

研究開発委託金の増減額   55 △165

仕入債務の増減額   98 28

役員賞与の支払額   △51 △60

その他   △41 408

小計   5,916 8,155

利息及び配当金の受取額   243 300

法人税等の支払額   △1,655 △1,915

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,504 6,540

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出   △1,299 △2,505

有価証券の売却による収入   3,731 2,900

有形固定資産の取得による支出   △760 △1,365

無形固定資産の取得による支出   △21 △185

投資有価証券の取得による支出   △4,375 △4,586

投資有価証券の売却による収入   75 1,151

長期性預金預入による支出   △1,500 －

その他   △118 348

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,267 △4,241

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出   － △572

配当金の支払額   △908 △1,358

その他   △6 －

財務活動によるキャッシュ・フロー   △914 △1,931

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   53 60

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △625 427

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,592 6,967

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   6,967 7,395

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

該当する事項はありません。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社のうちアソシエーツ オブ ケ

ープ コッド インク、アソシエーツ 

オブ ケープ コッド インターナショ

ナル インク、パイロクァント ディア

グノスティーク、アソシエーツ オブ 

ケープ コッド ゲーエムベーハー及び

アソシエーツ オブ ケープ コッド 

エスエーアールエルの５社を連結の対象

としております。 

なお、子会社のうち、三陸加工㈱は連

結上の総資産、売上高、当期純利益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、連結財務諸表に重要な影響を与えな

いため、連結の範囲に含めておりませ

ん。 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社三陸加工㈱については、

連結上の当期純利益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、連結財務諸表

に重要な影響を与えないため、持分法を

適用しておりません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は12月31日であ

り、連結財務諸表の作成に当たっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

イ 有価証券 

(イ) 満期保有目的の債券 

同左 

  (ロ) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法

により算定） 

(ロ) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

主に移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ 棚卸資産 

(イ) 商品、貯蔵品 

主に移動平均法による原価法 

ロ 棚卸資産 

(イ) 商品、貯蔵品 

同左 

  (ロ) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

主に総平均法による原価法 

(ロ) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

当社は、定率法により償却しており

ます。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法により償却し

ております。 

在外連結子会社は、主に定額法によ

り償却しております。 

なお、主な耐用年数は建物15～39

年、機械装置及び運搬具５年～15年で

あります。 

イ 有形固定資産 

当社は、定率法により償却しており

ます。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法により償却し

ております。 

在外連結子会社は、主に定額法によ

り償却しております。 

なお、主な耐用年数は建物15～39

年、機械装置及び運搬具３年～15年で

あります。 

  ロ 無形固定資産 

定額法により償却しております。 

なお、在外連結子会社の特許権及び

営業権については効果の及ぶ期間（特

許権は17年、営業権は15年）に基づく

定額法により償却しております。自社

利用のソフトウェアは社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法に

より償却しております。 

ロ 無形固定資産 

定額法により償却しております。 

なお、在外連結子会社の特許権及び

営業権については効果の及ぶ期間（特

許権は17年、営業権は15年）に基づく

定額法により償却しております。自社

利用のソフトウェアは社内における利

用可能期間（３～５年）に基づく定額

法により償却しております。 

  ハ 長期前払費用 

定額法により償却しております。 

ハ 長期前払費用 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。 

在外連結子会社においては、主に確

定拠出型年金制度（401(K)制度）を採

用しているため、引当金を計上してお

りません。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

なお、在外連結子会社においては、

役員退職慰労金制度がないため、引当

金を計上しておりません。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

なお、在外連結子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部

における「為替換算調整勘定」に含めて

計上しております。 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、15年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （連結損益計算書） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めておりました「自己株式取得手数料」（前連結会計年

度０百万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

───── （連結損益計算書） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めておりました「固定資産除却損」（前連結会計年度６

百万円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より

特別損失として区分掲記しております。 

───── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めておりました「自己株

式の取得による支出」（前連結会計年度△６百万円）

は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 投資有価証券に含まれている非連結子会社の株式

は25百万円であります。 

※１ 投資有価証券に含まれている非連結子会社の株式

は25百万円であります。 

───── ※２ 長期性預金 

 当社は、効率的な資金運用を行うために長期の定

期預金の預入を行っております。当該預金の金額及

び最終満期日は次の通りです。 

なお、当社は上記長期性預金を満期保有する方針

でありますが、当社の都合により中途解約を行う場

合、中途解約に伴う清算金の支払により元本欠損す

る可能性があります。 

 最終満期日 金額  

 平成21年９月30日 500百万円 

 平成26年９月30日 1,000  

計 1,500百万円 

※３ 当社の発行済株式総数 ※３ 当社の発行済株式総数 

普通株式 39,056,062株 普通株式   58,584,093株

※４ 当社が保有する自己株式 ※４ 当社が保有する自己株式 

普通株式 65,017株 普通株式   572,015株

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 

3,655百万円      3,489百万円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 6,970百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3 

現金及び現金同等物 6,967百万円

現金及び預金      7,398百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3 

有価証券に含まれる取得日から３ヶ

月以内に償還期限が到来する公社債

投信等 

0 

現金及び現金同等物      7,395百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 

1,828 1,559 269

工具器具及
び備品 

142 111 31

その他 26 24 2

計 1,998 1,695 302

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 

1,732 1,589 143

工具器具及
び備品 

142 72 70

計 1,874 1,661 213

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 313百万円

１年超 458 

計 772百万円

１年内 313百万円

１年超 228 

計 542百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 257百万円

支払利息相当額 38百万円

支払リース料    352百万円

減価償却費相当額    186百万円

支払利息相当額   25百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産について

は、残存価額を零とする定率法、無形固定資産につ

いては、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 ───── ２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

 １年内 9百万円

１年超 27 

計  36百万円



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月1日 至平成17年３月31日) 

４．時価評価されていない主な有価証券（平成17年３月31日） 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1) 株式 3,510 5,246 1,735 

(2) 債券       

①国債・地方債等 1,401 1,416 15 

②社債 9,121 9,188 67 

③その他 831 850 18 

(3) その他 1,083 1,105 21 

小計 15,948 17,808 1,859 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1) 株式 148 132 △15 

(2) 債券       

①国債・地方債等 － － － 

②社債 899 868 △31 

③その他 217 215 △2 

(3) その他 2,331 2,220 △111 

小計 3,597 3,436 △161 

合計 19,546 21,244 1,697 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

112 － 81 

  連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券   

コマーシャル・ペーパー 799 

(2) その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9 

投資事業組合出資金 34 



５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年３月31日） 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月1日 至平成18年３月31日) 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1) 債券         

国債・地方債等 － 805 611 － 

社債 1,505 7,844 706 － 

その他 799 1,065 － － 

(2) その他 99 195 500 509 

合計 2,404 9,910 1,819 509 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1) 株式 3,738 7,748 4,009 

(2) 債券       

①国債・地方債等 350 350 0 

②社債 2,811 2,818 6 

③その他 1,472 1,580 107 

(3) その他 1,615 1,617 2 

小計 9,988 14,115 4,126 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1) 株式 49 48 △1 

(2) 債券       

①国債・地方債等 1,451 1,422 △29 

②社債 9,000 8,878 △121 

③その他 － － － 

(3) その他 2,102 2,068 △34 

小計 12,604 12,418 △186 

合計 22,593 26,533 3,940 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,536 48 29 



４．時価評価されていない主な有価証券（平成18年３月31日） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成18年３月31日） 

（デリバティブ取引関係） 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券   

コマーシャル・ペーパー 799 

(2) その他有価証券   

非上場株式 9 

投資事業組合出資金 17 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1) 債券         

国債・地方債等 250 543 979 － 

社債 2,606 8,697 392 － 

その他 1,361 1,018 － － 

(2) その他 17 578 495 597 

合計 4,236 10,837 1,866 597 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度を設けておりました。 

  このうち適格退職年金制度につき平成17年３月に制度を改訂し、平成17年４月１日から確定給付企業年金制度に

移行しキャッシュバランス類似制度を導入しております。 

また厚生年金基金制度としては東京薬業厚生年金基金に加入しておりましたが、平成17年３月31日をもって任意脱

退し確定拠出年金制度等を導入しております。当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針第33項の例外処理を行

う制度であります。 

なお、一部の在外連結子会社においては、確定拠出型年金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

(1) 退職給付債務（百万円） △4,250 △4,678 

(2) 年金資産（百万円） 4,112 4,906 

(3) 未積立退職給付債務（百万円） △138 228 

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △12 △245 

(5) 未認識過去勤務債務（債務の減額）（注）１ 

（百万円） 
△1,162 △1,036 

(6) 退職給付引当金（百万円） △1,313 △1,053 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（注）１． 平成13年３月の年金支給率の引き下げについ

ての規約改正、および平成17年３月の制度改訂

による適格退職年金制度から確定給付企業年金

制度への移行に伴う、過去勤務債務（債務の減

額）であります。 

 （注）１. 平成13年３月の年金支給率の引き下げについ

ての規約改正、および平成17年３月の制度改訂

による適格退職年金制度から確定給付企業年金

制度への移行に伴う、過去勤務債務（債務の減

額）であります。 

   ２． 当連結会計年度末における当社の確定拠出年

金制度への資産の未移管額は17百万円であり、

未払金及び長期未払金として計上しておりま

す。 



３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 勤務費用（百万円） 236 160 

(2) 利息費用（百万円） 131 105 

(3) 期待運用収益（百万円） △17 △60 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 46 17 

(5) 過去勤務債務の費用処理額（注）１（百万円） △31 △126 

(6) 退職給付引当金繰入額（百万円） 365 97 

(7) その他の退職給付費用（注）２（百万円） 147 78 

(8) 退職給付費用（百万円） 513 175 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１． 「２．退職給付債務に関する事項」（注）に

記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費

用処理額であります。 

 （注）１．      同左 

２． 東京薬業厚生年金基金及び在外連結子会社の

確定拠出型年金制度に係る退職給付費用等であ

ります。 

 ２． 確定拠出年金制度等に係る退職給付費用であ

ります。 

３． 上記のほか、東京薬業厚生年金基金からの脱

退に伴い、脱退時特別掛金1,007百万円を一括

拠出し特別損失として計上しております。 

   

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 2.5％ 2.0％ 

(3) 期待運用収益率 0.4％ 1.5％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理しております。） 

同左 

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数によ

る定額法により費用処理してお

ります。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動） 

賞与引当金 200 百万円

その他 218  

小計 418 百万円

評価性引当額 △28  

計 390 百万円

賞与引当金 204 百万円

未払事業税 154  

その他 136  

小計 495 百万円

評価性引当額 △31  

計 464 百万円

繰延税金負債（流動） 繰延税金負債（流動） 

 その他 △2 百万円

計 △2 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 388 百万円

 その他 △17 百万円

計 △17 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 446 百万円

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 525 百万円

繰越欠損金 356  

投資優遇税制 161  

繰延資産償却費 159  

その他 220  

小計 1,423 百万円

評価性引当額 △223  

計 1,199 百万円

繰越欠損金 486  百万円

退職給付引当金 421  

投資優遇税制 172  

その他 239  

小計 1,319 百万円

評価性引当額 △334  

計 985 百万円

繰延税金負債（固定） 繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 △678 百万円

減価償却費 △340  

その他 △0  

計 △1,019 百万円

繰延税金資産（固定）の純額 180 百万円

その他有価証券評価差額金 △1,558 百万円

減価償却費 △351  

その他 △1  

計 △1,910 百万円

繰延税金負債（固定）の純額 △925 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.0％

（調整）   

特別税額控除 △4.7 

その他 1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7％

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行って

いるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行って

いるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：ドイツ、英国 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：ドイツ、英国 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 20,058 1,601 904 22,564 － 22,564 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 67 405 11 483 (483) － 

計 20,125 2,006 915 23,047 (483) 22,564 

営業費用 13,575 1,945 674 16,194 (415) 15,779 

営業利益 6,550 61 241 6,853 (68) 6,784 

Ⅱ資産 53,154 4,072 564 57,791 (6,247) 51,543 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 20,890 1,357 895 23,144 － 23,144 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 81 422 24 528 (528) － 

計 20,971 1,779 920 23,672 (528) 23,144 

営業費用 13,974 2,143 692 16,810 (567) 16,243 

営業利益又は営業損失（△） 6,997 △363 228 6,862 38 6,901 

Ⅱ資産 57,438 4,369 564 62,373 (5,040) 57,332 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国、カナダ 

その他の地域：台湾、ドイツ、スウェーデン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：台湾、スウェーデン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高（百万円） 3,747 2,256 6,003 

Ⅱ連結売上高（百万円）     22,564 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 16.6 10.0 26.6 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高（百万円） 4,179 1,915 6,094 

Ⅱ連結売上高（百万円）     23,144 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.1 8.3 26.3 



【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．水谷糖質科学振興財団への寄付金につきましては、第三者のために当社との間で行う取引であります。 

２．議決権等の被所有割合の（ ）書は、水谷糖質科学振興財団が所有する割合であります。 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．水谷糖質科学振興財団への寄付金につきましては、第三者のために当社との間で行う取引であります。 

２．議決権等の被所有割合の（ ）書は、水谷糖質科学振興財団が所有する割合であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（百万
円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万
円） 

科目 
期末残高
（百万
円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 
水谷建 － － 

当社代表取

締役 

水谷糖質科

学振興財団

理事長 

被所有 

直接0.2％ 

（直接1.1％） 

－ － 

水谷糖質科学

振興財団への

寄付金 

（注）１ 

65 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（百万
円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万
円） 

科目 
期末残高
（百万
円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 
水谷建 － － 

当社代表取

締役 

水谷糖質科

学振興財団

理事長 

被所有 

直接0.2％ 

（直接1.1％） 

－ － 

水谷糖質科学

振興財団への

寄付金 

（注）１ 

65 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,189円11銭

１株当たり当期純利益 91円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

１株当たり純資産額  872円70銭

１株当たり当期純利益 79円24銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

当社は、平成16年７月20日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当

たり情報は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 1,116円64銭

１株当たり当期純利益 52円97銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当

たり情報は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 792円74銭

１株当たり当期純利益 60円93銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,624 4,677 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 65 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (60) (65) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,564 4,611 

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,993 58,197 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、平成17年３月１日開催の取締役会において、

次のように株式分割による新株式を発行することを決議

いたしました。 

 ───── 

１．平成17年５月20日付をもって普通株式１株を1.5株

に分割する。 

 

（１）分割により増加する株式数 

普通株式   19,528,031株 

 

（２）分割方法 

平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につ

き1.5株の割合をもって分割する。 

 

（３）配当起算日 

平成17年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報および当期首に行

われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当

たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

    

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

744円43銭 792円74銭 

１株当たり当期純利益
金額 

１株当たり当期純利益
金額 

35円31銭 60円93銭 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

－ － 

 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

（1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     6,757     7,198   

２．受取手形     361     423   

３．売掛金     5,950     5,638   

４．有価証券     2,404     4,236   

５．商品     248     291   

６．製品     1,353     1,605   

７．半製品     155     96   

８．原材料     77     63   

９．仕掛品     803     774   

10．貯蔵品     310     321   

11．前払費用     94     97   

12．繰延税金資産     342     405   

13．その他     181     375   

14．貸倒引当金     △6     △1   

流動資産合計     19,035 35.8   21,529 37.5 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

（1）建物   9,519     9,788     

減価償却累計額   △5,980 3,538   △6,127 3,660   

（2）構築物   681     680     

減価償却累計額   △486 195   △503 177   

（3）機械及び装置   4,269     4,459     

減価償却累計額   △3,174 1,095   △3,362 1,097   

（4）車両及び運搬具   23     23     

減価償却累計額   △8 15   △13 9   

（5）工具器具及び備品   999     1,183     

減価償却累計額   △552 446   △724 458   

（6）土地     671     671   

（7）建設仮勘定     36     19   

有形固定資産合計     5,999 11.3   6,095 10.6 

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア     65     78   

(2）その他     19     128   

無形固定資産合計     84 0.2   206 0.4 

３．投資その他の資産               

（1）投資有価証券     19,683     23,124   

（2）関係会社株式     3,749     3,329   

（3）長期貸付金     400     400   

（4）関係会社長期貸付金     2,280     1,409   

（5）長期前払費用     105     50   

（6）繰延税金資産     180     －   

（7）長期性預金  ※１   1,500     1,500   

（8）その他     543     207   

（9）貸倒引当金     △409     △413   

投資その他の資産合計     28,034 52.7   29,607 51.5 

固定資産合計     34,118 64.2   35,909 62.5 

資産合計     53,154 100.0   57,438 100.0 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形     174     139   

２．買掛金     361     442   

３．未払金     1,310     1,188   

４．未払費用     46     55   

５．未払法人税等     930     1,761   

６．預り金     23     31   

７．賞与引当金     500     511   

８．設備等支払手形     38     3   

流動負債合計     3,384 6.4   4,135 7.2 

Ⅱ 固定負債               

１．繰延税金負債     －     922   

２．退職給付引当金     1,313     1,053   

３．役員退職慰労引当金     199     231   

４．その他     －     11   

固定負債合計     1,513 2.8   2,219 3.9 

負債合計     4,898 9.2   6,354 11.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   3,840 7.2   3,840 6.7 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   5,301     5,301     

資本剰余金合計     5,301 10.0   5,301 9.2 

Ⅲ 利益剰余金               

１．利益準備金   705     705     

２．任意積立金               

別途積立金   32,909     35,309     

３．当期未処分利益   4,543     4,196     

利益剰余金合計     38,158 71.8   40,211 70.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※３   1,018 1.9   2,364 4.1 

Ⅴ 自己株式 ※４   △63 △0.1   △634 △1.1 

資本合計     48,255 90.8   51,084 88.9 

負債・資本合計     53,154 100.0   57,438 100.0 

                



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．製品売上高  18,102 18,908   

２．商品売上高  1,460 1,658   

３．ロイヤルティー収入  563 20,125 100.0 404 20,971 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．製品売上原価    

(1）期首製品棚卸高  1,359 1,353   

(2）当期製品製造原価  4,988 5,391   

合計  6,348 6,744   

(3）他勘定振替高 ※１ 25 15   

(4）期末製品棚卸高  1,353 1,605   

   4,968 5,123   

２．商品売上原価    

(1）期首商品棚卸高  274 248   

(2）当期商品仕入高  760 944   

合計  1,034 1,192   

(3）他勘定振替高 ※２ 29 29   

(4）期末商品棚卸高  248 291   

   757 5,726 28.5 871 5,994 28.6 

売上総利益  14,399 71.5 14,976 71.4

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  1,138 1,236   

２．広告宣伝費  118 107   

３．役員報酬  176 208   

４．給料及び手当  800 828   

５．賞与  149 169   

６．賞与引当金繰入額  162 169   

７．退職給付費用  201 73   

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 36 36   

９．福利厚生費  132 154   

10．旅費交通費  179 206   

11．減価償却費  39 58   

12．賃借料  146 167   

13．業務委託費  427 471   

14．研究開発費 ※３ 3,547 3,404   

15．その他  591 7,849 39.0 689 7,979 38.0

営業利益  6,550 32.5 6,997 33.4

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※４ 122 130   

２．有価証券利息  90 126   

３．受取配当金  132 129   

４．為替差益  51 351   

５．その他  22 419 2.1 71 809 3.9

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．有価証券売却損  － 1   

２．投資有価証券売却損  81 －   

３．投資事業組合損失  13 6   

４．自己株式取得手数料  － 2   

５．その他  9 105 0.5 0 10 0.1

経常利益  6,864 34.1 7,796 37.2

Ⅵ 特別損失    

１．棚卸資産廃棄損  241 －   

２．固定資産除却損  － 53   

３．子会社株式評価損  － 1,526   

４．東京薬業厚生年金基金
脱退時特別掛金 

 1,007 1,248 6.2 － 1,580 7.6

税引前当期純利益  5,615 27.9 6,215 29.6

法人税、住民税及び事
業税 

 1,691 2,599   

法人税等調整額  334 2,025 10.1 142 2,742 13.0

当期純利益  3,590 17.8 3,473 16.6

前期繰越利益  1,343 1,303 

中間配当額  389 580 

当期未処分利益  4,543 4,196 

     



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

１．原材料費  2,048 40.8 2,388 44.9

２．労務費  1,235 24.6 1,203 22.6

３．経費  1,733 34.6 1,732 32.5

（うち減価償却費）  (515) (538) 

（うち賃借料）  (380) (355) 

当期総製造費用  5,018 100.0 5,323 100.0 

期首半製品棚卸高  142 155 

期首仕掛品棚卸高  875 803 

合計  6,036 6,281 

他勘定振替高 ※２ 88 19 

期末半製品棚卸高  155 96 

期末仕掛品棚卸高  803 774 

当期製品製造原価  4,988 5,391 

     

前事業年度 当事業年度 

１ 原価計算の方法は、製品別、工程別総合原価計算

を採用しております。 

１         同左 

※２ 他勘定振替高は、主として研究開発費へ振替えた

ものであります。 

※２ 他勘定振替高は、主として研究開発費へ振替えた

ものであります。 



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（平成17年６月24日） 
当事業年度 

（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  4,543   4,196

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  779 870 

２．役員賞与金  60 65 

（うち監査役賞与金）  (7) (7) 

３．任意積立金    

別途積立金  2,400 3,240 1,800 2,735

Ⅲ 次期繰越利益  1,303   1,460

     



重要な会計方針 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 商品、貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(1) 商品、貯蔵品 

同左 

  (2) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

総平均法による原価法 

(2) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法により償却しております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法により償

却しております。 

なお、主な耐用年数は建物15～38

年、機械及び装置４～７年であり

ます。 

(1) 有形固定資産 

定率法により償却しております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法により償

却しております。 

なお、主な耐用年数は建物15～38

年、機械及び装置７年でありま

す。 

  (2) 無形固定資産 

定額法により償却しております。 

なお、自社利用のソフトウェアは

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法により償却し

ております。 

(2) 無形固定資産 

定額法により償却しております。 

なお、自社利用のソフトウェアは

社内における利用可能期間（３～

５年）に基づく定額法により償却

しております。 

  (3) 長期前払費用 

定額法により償却しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

前期において区分掲記しておりました無形固定資産の

「借地権」（当期０百万円）は、重要性がないため、当

期より無形固定資産の「その他」に含めております。 

───── 

  

（貸借対照表） 

前期において区分掲記しておりました投資その他の資

産の「出資金」（当期34百万円）は、「証券取引法等の

一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号）

の適用に伴い、当期より「投資有価証券」に含めており

ます。 

 ───── 

  

（貸借対照表） 

前期において区分掲記しておりました「差入保証金」

（当期394百万円）、「会員権」（当期49百万円）、「保

険料積立金」（当期96百万円）は、それぞれ資産の総額

の100分の１以下であるため、当期より投資その他の資産

の「その他」に含めております。 

 ───── 

  

───── 

  

 （損益計算書） 

 前期において営業外費用の「その他」に含めておりま

した「自己株式取得手数料」（前期０百万円）は、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、当期より区分掲

記しております。 

───── （損益計算書） 

前期において営業外費用の「その他」に含めておりま

した「固定資産除却損」（前期６百万円）は、重要性が

増したため、当期より特別損失として区分掲記しており

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

───── ※１ 長期性預金 

 当社は、効率的な資金運用を行うために長期の定

期預金の預入を行っております。当該預金の金額及

び最終満期日は次の通りです。 

なお、当社は上記長期性預金を満期保有する方針

でありますが、当社の都合により中途解約を行う場

合、中途解約に伴う清算金の支払により元本欠損す

る可能性があります。 

 最終満期日 金額  

 平成21年９月30日 500百万円 

 平成26年９月30日 1,000  

計 1,500百万円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 80,000,000株

発行済株式総数 普通株式 39,056,062株

授権株式数 普通株式 234,000,000株

発行済株式総数 普通株式 58,584,093株

※３ 配当制限 ※３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1,018百万円

であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,364百万円

であります。 

※４ 保有する自己株式 ※４ 保有する自己株式 

普通株式 65,017株 普通株式       572,015株

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 製品他勘定振替高は、主として広告宣伝費及び研

究開発費に振替えたものであります。 

※１ 製品他勘定振替高は、主として広告宣伝費及び研

究開発費に振替えたものであります。 

※２ 商品他勘定振替高は、主として広告宣伝費及び研

究開発費に振替えたものであります。 

※２ 商品他勘定振替高は、主として広告宣伝費及び研

究開発費に振替えたものであります。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 

3,547百万円 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 

     3,404百万円 

なお、研究開発費の内訳は、次のとおりでありま

す。 

なお、研究開発費の内訳は、次のとおりでありま

す。 

研究材料費 211百万円

人件費 1,690 

減価償却費 228 

委託研究費 366 

賃借料 120 

その他 930 

計 3,547百万円

研究材料費 226百万円

人件費 1,617 

減価償却費 299 

委託研究費 328 

賃借料 81 

その他 850 

計     3,404百万円

※４ 関係会社に対する事項 ※４ 関係会社に対する事項 

受取利息 107百万円 受取利息    98百万円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械及び装
置 

1,819 1,552 267

工具器具及
び備品 

142 111 31

その他 35 32 3

計 1,998 1,695 302

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械及び装
置 

1,721 1,585 136

工具器具及
び備品 

142 72 70

その他 10 3 6

計 1,874 1,661 213

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 313百万円

１年超 458 

計 772百万円

１年内 313百万円

１年超 228 

計 542百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(1) 支払リース料 417百万円

(2) 減価償却費相当額 257百万円

(3) 支払利息相当額 38百万円

(1) 支払リース料 352百万円

(2) 減価償却費相当額 186百万円

(3) 支払利息相当額   25百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産について

は、残存価額を零とする定率法、無形固定資産につ

いては、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）にお

ける子会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動） 

賞与引当金 200 百万円

その他 143  

計 343 百万円

賞与引当金 204 百万円

未払事業税 154  

その他 64  

計 423 百万円

繰延税金負債（流動） 繰延税金負債（流動） 

 その他有価証券評価差額金 △0 百万円

計 △0 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 342 百万円

 その他 △17 百万円

計 △17 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 405 百万円

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 525 百万円

繰延資産償却費 159  

その他 173  

計 858 百万円

退職給付引当金 421 百万円

その他 214  

計 635 百万円

繰延税金負債（固定） 繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 △678 百万円

計 △678 百万円

繰延税金資産（固定）の純額 180 百万円

その他有価証券評価差額金 △1,558 百万円

計 △1,558 百万円

繰延税金負債（固定）の純額 △922 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

（調整）   

特別税額控除 △4.8 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1％

法定実効税率 40.0％

（調整）   

特別税額控除 △6.7 

子会社株式評価損 9.8 

その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1％



（１株当たり情報） 

 （注）１．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,236円06銭

１株当たり当期純利益 90円51銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

１株当たり純資産額   879円44銭

１株当たり当期純利益 58円55銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

当社は、平成16年７月20日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり

情報は、以下のとおりとなります。  

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり

情報は、以下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額 1,161円40銭

１株当たり当期純利益 59円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

１株当たり純資産額 824円04銭

１株当たり当期純利益 60円34銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（注）１ 
－

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,590 3,473 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 65 

（うち利益処分による役員賞与金（百万

円）） 
(60) (65) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,529 3,407 

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,993 58,197 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

平成17年３月１日開催の取締役会において、次のよう

に株式分割による新株式を発行することを決議いたしま

した。 

１．平成17年５月20日付をもって普通株式１株を1.5株

に分割する。 

（１）分割により増加する株式数 

普通株式   19,528,031株 

（２）分割方法 

平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につ

き1.5株の割合をもって分割する。 

（３）配当起算日 

平成17年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報および当期首に行われ

たと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

    

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

774円27銭 824円04銭 

１株当たり当期純利益
金額 

１株当たり当期純利益
金額 

39円83銭 60円34銭 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

－ － 

───── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

科研製薬㈱ 605,300 596 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 259 467 

興銀リース㈱ 133,000 413 

東プレ㈱ 221,000 296 

ゼリア新薬工業㈱ 247,181 267 

㈱みずほフィナンシャルグループ 240 231 

㈱マキタ 60,000 217 

三菱商事㈱ 76,800 205 

㈱デンソー 35,900 166 

旭化成㈱ 179,000 150 

三菱地所㈱ 53,000 147 

トヨタ自動車㈱ 21,600 138 

日本たばこ産業㈱ 320 132 

麒麟麦酒㈱ 82,000 131 

㈱丸井 55,700 129 

栗田工業㈱ 51,300 129 

第一三共㈱ 47,982 128 

松下電工㈱ 91,000 128 

㈱クラレ 91,500 126 

ヤマトホールディングス㈱ 51,000 122 

参天製薬㈱ 44,000 122 

㈱資生堂 53,000 116 

大日本印刷㈱ 51,000 108 

キッコーマン㈱ 82,000 108 

凸版印刷㈱ 66,000 107 

エーザイ㈱ 20,300 104 

東邦瓦斯㈱ 214,000 101 

東京瓦斯㈱ 195,000 100 

大阪瓦斯㈱ 233,000 99 

日立キャピタル㈱ 42,100 99 

九州電力㈱ 37,200 98 

日清食品㈱ 26,600 96 

関西電力㈱ 37,000 96 

北陸電力㈱ 39,300 96 

中部電力㈱ 31,600 93 

キューピー㈱ 77,400 92 

三菱重工業㈱ 164,000 91 

日本通運㈱ 137,000 91 

ユニー㈱ 45,000 84 

東日本旅客鉄道㈱ 97 84 

東京電力㈱ 28,800 84 

新日本石油㈱ 91,000 83 

ティーディケイ㈱ 9,400 83 

東宝㈱ 36,200 82 

積水ハウス㈱ 45,000 79 

武田薬品工業㈱ 11,100 74 

東燃ゼネラル石油㈱ 59,000 70 

三井物産㈱ 41,000 69 

旭硝子㈱ 38,000 66 

日本電信電話㈱ 130 65 

 



【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱カネカ 46,000 64 

㈱ユーシン 47,000 62 

住友電気工業㈱ 33,000 61 

アグロカネショウ㈱ 61,000 60 

㈱東京都民銀行 10,087 54 

㈱シード 66,000 49 

山崎製パン㈱ 53,000 48 

任天堂㈱ 2,600 45 

㈱常陽銀行 54,573 45 

ハウス食品㈱ 21,500 41 

㈱テクノ菱和 44,770 40 

野村ホールディングス㈱ 15,000 39 

その他（10銘柄） 241,588 106 

小計 4,755,427 7,806 

計 4,755,427 7,806 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

ダイヤモンドリース㈱コマーシャルペーパー 500 499 

オリックス㈱コマーシャルペーパー 300 299 

小計 800 799 

その他有

価証券 

第31回近畿日本鉄道㈱社債 300 302 
第５回エイチエスビーシー・ファイナンス・コ
ーポレーション円貨社債 

300 300 

第２回ザ・ダウ・ケミカル・カンパニー円貨社
債 

300 300 

第２回アフラック・インコーポレーテッド円貨
社債 

300 300 

第６回メリルリンチ・アンド・カンパニー・イ
ンク円貨社債 

300 300 

東芝インターナショナルファイナンス 300 299 

第45回日本電信電話㈱債券 200 200 

第45回㈱三菱東京ＵＦＪ銀行社債 200 200 

第66回オリックス㈱社債 200 200 

トレジャリーノート（米国債）200611 1,500千米ドル 173 

トレジャリーノート（米国債）200702 1,500千米ドル 172 

第19回利付国債（５年） 150 150 

ドイツ国債200702 750千ユーロ 107 

フランス国債200701 750千ユーロ 107 

第33回三菱電機㈱社債 100 100 
第６回エイチエスビーシー・ファイナンス・コ
ーポレーション円貨社債 

100 100 

第14回利付国債（５年） 100 100 

小計 － 3,419 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

ファイザー・グローバル円貨社債 500 493 

第２回三井住友海上火災保険㈱社債 500 493 

第５回ザ・ゴールドマン・サックス・グルー

プ・インク円貨社債 
500 488 

第10回㈱静岡銀行社債 500 484 

第３回㈱デンソー社債 400 398 

第368回九州電力㈱社債 400 397 

第16回阪急ホールディングス㈱社債 300 310 

第１回ビー・エム・ダブリュー・ファイナン

ス・エヌ・ブイ円貨社債 
300 300 

第13回㈱三井住友銀行社債 300 300 

 



銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

第18回日本郵船㈱社債 300 299 

第３回㈱大和証券グループ本社社債 300 298 

第３回モルガン・スタンレー円貨社債 300 296 
フォルクスワーゲン・インターナショナル・フ
ァイナンス・エヌ・ヴイ・ユーロ円債 

300 295 

第16回トヨタファイナンス㈱社債 300 295 

第44回利付国債（５年） 300 295 

第500回東京電力㈱社債 300 294 

第14回シティーグループ・インク円貨社債 300 290 
第６回ゼネラル・エレクトリック・キャピタ
ル・コーポレーション円貨社債 

200 200 

第２回ルノー円貨社債 200 200 

第３回㈱ホンダファイナンス社債 200 199 

第１回フォルクスワーゲン・ファイナンシャ

ル・サービシズ・エヌ・ヴイ円貨社債 
200 199 

第17回㈱三井住友銀行社債 200 198 

第63回三菱地所㈱社債 200 198 

第９回トヨタファイナンス㈱社債 200 198 

第421回東北電力㈱社債 200 196 

第18回シャープ㈱社債 200 194 

第４回モルガン・スタンレー円貨社債 200 194 
第13回メリルリンチ・アンド・カンパニー・イ
ンク円貨社債 

200 194 

エージーエー・キャピタル・インク 200 193 

第270回利付国債（10年） 200 192 

トレジャリーノート（米国債）200705 1,500千米ドル 172 

トレジャリーノート（米国債）200708 1,500千米ドル 172 

第22回利付国債（５年） 150 149 

フランス国債200804 800千ユーロ 118 

フランス国債200710 800千ユーロ 118 

フランス国債200704 750千ユーロ 109 

ドイツ国債200802 750千ユーロ 108 

ドイツ国債200708 750千ユーロ 108 

ドイツ国債200807 750千ユーロ 108 

第234回利付国債（10年） 100 100 

第17回シャープ㈱社債 100 100 

第５回シティーグループ・インク円貨社債 100 99 

第５回日本板硝子㈱社債 100 99 

第１回松下電工㈱社債 100 99 

第35回利付国債（５年） 100 99 

第７回ゼネラル・エレクトリック・キャピタ

ル・コーポレーション円貨社債 
100 99 

第８回㈱クボタ社債 100 98 

第276回利付国債（10年） 100 98 

第277回利付国債（10年） 100 98 

第254回利付国債（10年） 100 98 

第５回㈱イトーヨーカ堂社債   100 98 

第257回利付国債（10年） 100 97 

第13回㈱日立製作所社債 100 97 

第258回利付国債（10年） 100 97 

第10回シティーグループ・インク円貨社債 100 97 

第23回東日本旅客鉄道㈱社債 100 96 

第252回利付国債（10年） 100 95 

第237回利付国債（10年） 50 50 

第238回利付国債（10年） 50 49 

小計 － 11,631 

計 － 15,850 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（投資事業組合出資金）     

その他（1銘柄） 2 17 

小計 2 17 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券）     
グロブナー・マルチ・ストラテジー・ユニッ
ト・トラスト 

10 1,020 

三菱ＵＦＪ公社債投信 1,000,000,000 995 
モルガン・スタンレー・ジャパン・マネージ
ド・フューチャーズ・ユニット・トラスト 

5,000 597 

野村メロン先進国ＡＢＣファンド 50,000 495 

日興グローバル・ボンド・アンド・カレンシ

ー・ロング・ショート２００５－０６ 
50,000 479 

Lプラス２００３－０６ 10,000 98 

小計 1,000,115,010 3,686 

計 1,000,115,012 3,703 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物  中央研究所  治験薬製造関連設備  238百万円 

２．無形固定資産の金額が資産総額の１／100以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

３．長期前払費用の（ ）は内数で１年内償却予定の長期前払費用であり、貸借対照表上は流動資産の「前払費

用」に含めて表示しております。 

資産の種類 
前期末残高
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 9,519 479 211 9,788 6,127 320 3,660 

構築物 681 1 2 680 503 19 177 

機械及び装置 4,269 342 152 4,459 3,362 332 1,097 

車両及び運搬具 23 － － 23 13 5 9 

工具器具及び備品 999 208 23 1,183 724 192 458 

土地 671 － － 671 － － 671 

建設仮勘定 36 19 36 19 － － 19 

有形固定資産計 16,201 1,052 426 16,827 10,732 870 6,095 

無形固定資産               

ソフトウェア － － － 143 65 25 78 

その他 － － － 129 1 0 128 

無形固定資産計 － － － 273 66 25 206 

長期前払費用 549 － － 549 444 54 105 

(54) 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は572,015株であります。 

２．発行済株式の当期増加は、平成17年５月20日付けで行った株式分割によるものであります。 

３．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額」のその他は、債権回収額の決定による取崩し及び洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 3,840 － － 3,840 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）２ （株） (39,056,062) (19,528,031) － (58,584,093) 

普通株式 （百万円） 3,840 － － 3,840 

計 （株） (39,056,062) (19,528,031) － (58,584,093) 

計 （百万円） 3,840 － － 3,840 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 5,301 － － 5,301 

計 （百万円） 5,301 － － 5,301 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 705 － － 705 

（任意積立金）           

別途積立金（注）３ （百万円） 32,909 2,400 － 35,309 

計 （百万円） 33,615 2,400 － 36,015 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 415 8 1 9 414 

賞与引当金 500 511 500 － 511 

役員退職慰労引当金 199 36 4 － 231 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金の種類   

当座預金 136 

普通預金 294 

通知預金 390 

定期預金 6,377 

小計 7,197 

合計 7,198 

相手先 金額（百万円） 

㈱ヨシダ 51 

繁和産業㈱ 33 

片山化学工業㈱ 32 

家田化学薬品㈱ 29 

八洲薬品㈱ 29 

その他 247 

合計 423 

期日 金額（百万円） 

平  成  18  年  ４  月 92 

     〃    ５  月 201 

     〃    ６  月 107 

     〃    ７  月 22 

合計 423 



③ 売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。 

２．当期回収高には破産更生債権等への振替高４百万円が含まれております。 

④ 棚卸資産 

商品 

製品 

相手先 金額（百万円） 

科研製薬㈱ 3,620 

参天製薬㈱ 775 

スミス アンド ネフュー インク 353 

イワキ㈱ 203 

千寿製薬㈱ 104 

その他 582 

合計 5,638 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高

（注）１ 

（百万円） 

当期回収高

（注）２ 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

5,950 21,825 22,136 5,638 79.7 96.91 

品目 金額（百万円） 

医薬品 29 

試薬・診断薬 262 

合計 291 

品目 金額（百万円） 

医薬品 997 

医薬品原体 528 

試薬・診断薬 66 

その他 12 

合計 1,605 



半製品 

原材料 

仕掛品 

貯蔵品 

⑤ 関係会社株式 

品目 金額（百万円） 

医薬品原体 47 

試薬・診断薬 48 

合計 96 

品目 金額（百万円） 

鮫骨 29 

トサカ 19 

合成基質 9 

その他 4 

合計 63 

品目 金額（百万円） 

医薬品 472 

医薬品原体 156 

試薬・診断薬 143 

その他 1 

合計 774 

品目 金額（百万円） 

包装材料 293 

補助材料 26 

その他 0 

合計 321 

銘柄 金額（百万円） 

子会社株式   

アソシエーツ オブ ケープ コッド インク 3,304 

三陸加工㈱ 25 

合計 3,329 



⑥ 支払手形 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 期日別内訳 

⑦ 買掛金 

（3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱大協精工 41 

㈱静幸産業 18 

㈱小野部製函所 16 

㈱サイニクス 15 

ペプチド研究所 12 

その他 35 

合計 139 

期日 金額（百万円） 

平  成  18  年  ５  月 95 

     〃    ６  月 26 

     〃    ７  月 18 

合計 139 

相手先 金額（百万円） 

㈱トップ 176 

㈱森永生科学研究所 22 

㈱大協精工 22 

積水化学工業㈱ 21 

ビオラ ＡＢ 18 

その他 180 

合計 442 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議に基づき、単元未満株式の買増制度を導入いたしました。 

 （注）２．平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議に基づき、当社の公告方法を次のとおりに変更いたしました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.seikagaku.co.jp/ir/kk.html 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券及び100株未満の株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚50円と印紙税相当額を加えた額 

単元未満株式の買取り・買増

し（注）１ 
  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法（注）２ 日本経済新聞に掲載して行う 

株主に対する特典 ありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類   

事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月24日 

関東財務局長に提出 

（2）半期報告書   

（第60期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年12月16日 

関東財務局長に提出 

（3）半期報告書の訂正報告書   

（第60期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成18年２月３日 

関東財務局長に提出 

（4）自己株券買付状況報告書   

   平成17年４月13日 

   平成17年５月13日 

  平成17年６月13日 

  平成17年７月14日 

  平成17年９月２日 

  平成17年10月３日 

  平成17年11月４日 

  平成17年12月７日 

  平成18年１月５日 

  平成18年２月３日 

  平成18年３月２日 

  平成18年４月３日 

  平成18年５月９日 

  平成18年６月５日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１７年６月２４日

生化学工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金本 澄男  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている生化

学工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、生化

学工業株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１８年６月２３日

生化学工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている生化

学工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、生化

学工業株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１７年６月２４日

生化学工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金本 澄男  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている生化

学工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、生化学工

業株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１８年６月２３日

生化学工業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている生化

学工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、生化学工

業株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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